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１．はじめに
本稿は、平成１９年１１月に新潟県清掃事業協会の依頼により行った表記題目講演の概要である。会場における質疑
応答、討議、その後公表された資料等を踏まえ、若干のフォローアップを行った。
我々の生活、あるいは産業活動は、不可避的にさまざまな廃棄物（ごみ）を発生させる。これを適正に処理処分
することは、我々の生活環境を衛生的に保ち、生産活動を効率的に進めるために不可避である。他方、廃棄物は地
球および地球上の生命体が生み出した「資源」を不必要に消費することになるものであるから、極力これを減少さ
せる必要があることはいうまでもない。
これまでわが国では、さまざまな形で廃棄物を減少させる施策が展開されてきた。その理由は上に述べたことも
あるが、一般住民の生活から排出される廃棄物の処理処分を行う地方自治体の経費、とりわけ最終処分場の確保が
次第に大きな負担となってきたからである。
このような理由から、廃棄物の「再資源化」が各方面で進められてきている。処分場の延命という視点から不燃
物、特にプラスチック類の再資源化にこれまでスポットがあたってきたが、ここへ来てやや一段落という感がなく
もない。廃プラスチックや紙類の一部はごみではなく有価物になってしまった１こと等もその背景にあるだろうと
考えられる。このことは実は別の大きな問題を含んでいるのだが、今回の論旨からは外れるので別途としたい。
そこで、廃棄物減量化のために出来ることが何かないかと見ていくと生ごみが残っている。生ごみの減量は先に
述べたように「もったいない」という一般の感覚にマッチするものであるし、各種の家庭用処理機も販売されてい
る。原料化・再資源化についてはプラスチック類ほどの問題はないようにも思える。後述する食品リサイクル法と
の関連もあって、生ごみの再資源化が脚光を浴びるようになってきたものと考えられる。このような背景から、本
稿では生ごみの減量化、再資源化について検討を行うものである。これまでの拙稿では大部分を地方公共団体の一
般廃棄物処理処分の視点から論じてきたが、生ごみについては事業者の排出する、いわゆる事業ごみ（指定品目に
該当しないので産業廃棄物ではない）についても検討を行うこととする。
２．生ごみの排出量
 一般廃棄物の組成と生活系生ごみの排出量推計
家庭ごみとしての生ごみ排出量についての公式な統計はない。地方自治体は収集したり持ち込まれたりした廃棄
物の重量を測定しているが、多くの自治体では生ごみと紙など他のごみをあわせて可燃ごみとして収集しており、
生ごみ単独の重量を知ることはできない。従って廃棄物全体の重量を知り、サンプル的な廃棄物の組成調査結果に
よって「生ごみ比率」を求め、両者を乗ずることによって生ごみ排出量を推計するということになる。
現在、ごみ収集について最も粗い分類がされているのが川崎市や川口市などで、ペットボトルなどの資源物、な
べかまなどの小型金属、粗大ごみを除いてすべて「普通ごみ」として収集している。資源物の分類は地域によって
異なるから、結局粗大ごみを除いたすべての搬入量をベースにするしかない。
１平成１７年度の容器包装リサイクル法に基づき各自治体が収集したプラごみ等について、新潟県では一般の容器プラスチッ
ク類は t あたり６～９万円程度の入札価格であるが、ペットボトルは t あたり－３万円程度と「値段がついて」いる。
（資料：容リ協、http : //www.jcpra.or.jp/recycler/index.html）
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ごみの組成－地域別の差
札幌市 仙台市 東京２３区 名古屋市 京都市 神戸市
厨芥比率 ４６．３％ ３８．１ ２６．６ ３１．３ ３６．２ ４０．６
資料：日本環境衛生センター 廃棄物基本データ集１９９９ 原データは各自治体資料
注：いずれも平成１０年の数字
ごみの組成－季節別（平成１７年度、横浜市）
春 夏 秋 冬 平均
厨 芥 類 ３７．７％ ３９．６ ３８．３ ４２．０ ３９．４
総排出量 １，５３９ｇ／人 １，５５９ １，５０８ １，３７２ １，４９５
資料：横浜市 ごみ組成調査結果（平成１８年前期調査）
生ごみ排出量の推計
生 活 系 ご み
排出量（千t）
厨 芥 類 比 率
生ごみ排出量
推 計 値
計画収集人口
（千人）
1 人 当 た り
生ごみ排出量
平成１１年
１２
１３
１４
１５
１６
１７
３２，５１５
３２，７８０
３３，７１９
３３，５２０
３３，７２３
３３，１０７
３２，７６１
３８．３％
３６．８
３３．８
３３．９
３１．２
１２，４６３千ｔ
１２，０６３
１１，４０４
１１，３５７
１０，５１１
１２６，１４８
１２６，４２５
１２６，７９４
１２７，１３６
１２７，３６５
１２７，５２６
１２７，６５８
２７１ｇ
２６１
２４６
２４５
２２６
資料：環境省 生ごみ等の３R・処理等に関する検討会資料
注：平成１６・１７年の数字は同省「日本の廃棄物処理」により補完
注：排出量は生活系ごみ収集量から粗大ごみ収集量分を差し引いたもの
ごみの組成については、さまざまな自治体でアド・ホックに調査が行われている状況である。ごみの組成は時期、
季節、地域、さらには有料化の有無などによってかなり異なるものであり、時系列的に比較できるデータはあまり
ないのが実情である。
各自治体が刊行している廃棄物処理事業概要で組成が示されているから、それらをすべて集計すれば生ごみの収
集量がわかるかも知れないが、組成もサンプル調査あるいは／およびスポット時点での調査である以上、ある程度
の推計値にならざるを得ない。
環境省では委員会資料２として、一般廃棄物に占める厨芥比率の推移というデータを公表している。元データは
容器包装廃棄物排出実態調査における一般廃棄物組成調査結果とあり、６都市の平均値とされている。おそらく上
のような組成調査発表値を集計したものと考えられる。それによると平成１１年度から１５年度まで、ほぼ一貫して厨
芥類の比率が下がり続けている。
２生ごみ等の３R 等に関する検討会は、平成１７年９月より１８年７月まで９回にわたって行われた。座長は神戸大学の石川教
授。関係する資料・議事録は http : //www.env.go.jp/recycle/waste/conf_raw_g/index.html から入手できる。
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食品産業の廃棄物発生量
単位 千トン
食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 食品産業計
平成１４年度 ４，８３４ ７４６ ２，６０２ ３，１３２ １１，３１４
１５ ４，８７０ ７４０ ２，６１６ ３，１２２ １１，３４８
１６ ４，８９８ ７５１ ２，６０４ ３，１０４ １１，３５８
１７ ４，９４６ ７４４ ２，６２９ ３，０４２ １１，３６２
１８ ４，９４７ ７４３ ２，６２０ ３，０４３ １１，３５２
資料：農水省 食品循環資源の再生利用等実態調査結果
一般廃棄物としての生ごみの排出量は年間１千万トン程度であると推計することができる。ただし生ごみは水分
含有量が７５％程度とかなり多く、水きりを丁寧に行うだけで数％の重量差が出ることもある。従ってデータの有効
数字は２桁程度と見ておくべきなのだろう。
また農水省が行った「食品ロス統計調査」では、世帯食における一日一人当たりの食品ロス（つまり家計部門で
の可食部分食べ残しおよび廃棄、調理くずは含まない）が４７．３g と報告されている。これは食品使用量１，１６７g の
４．１％に相当する。食糧需給表の純一人一日あたり１，４５０g との差は、家庭内で調理飲食しない外食ということにな
ろう。これを日本全国・年間に引きなおすと約２２０万トンとなる。約１千万トンとの差は調理くずになる。
 事業系ごみの排出量
自治体が回収処理している生ごみのうち、一般家庭ではなく小売店や飲食店から生じるものは事業系ごみとして
多くは別途集計されている。ほとんどの自治体は事業系ごみの収集は有料としているが、ごく少数事業系ごみも無
料で一括収集しているところがある。また事業系ごみの処理処分を一切行わず、事業者の自己責任としている地域、
中間的存在として収集は行わないが持ち込まれれば処分は行うという地域もある。
このような事業系生ごみの排出量はどの程度になるのだろうか。農水省の統計によると、食品製造業から排出さ
れる産業廃棄物を含めて平成１８年度には１，１３５万トンとされている。ただしこのうちの５９％、６７１万トンは再生利用
（リサイクル）されるので、残り５６４万トンが要処分量ということになる。この数値は各事業者へのサンプルアンケー
ト調査をもとにしているので、かなり実態に近い数字であると考えることができるだろう。
なお、食糧需給表ベースでは国民に対する粗食糧投入７，８６７万トンに対し、純食糧は６，７６４万トンと推計されてい
る（平成１８年度）。その差１，１０３万トンは「全体から通常の食習慣において廃棄される部分」であり、魚（かつお）
の頭、内臓、骨、ひれ等がそれに当たるとされている。逆に言うと食べ残しや売れ残りの廃棄、調理技術の未熟に
よるムダなどはその中に含まれていないことになる。
３．生ごみの細組成
 生活系生ごみの組成
一般家庭から生ごみとして排出されるものには、多種多様なものが含まれている。野菜、穀類、魚や肉など素材
の差によるもの、調理残さや食べ残しなど発生形態によるものなどがあり、さらには手つかずのまま捨てられるも
のの中には容器包装が含まれたままのものも少なくない。
家庭系生ごみの詳細な組成については、昭和５６年から京都大学の高月研究室によって京都市内の一般家庭約１００
世帯をサンプルとした実地調査が、５年おきに続けられている。
詳細な組成は時期、地域などの条件によって異なってくるであろう。他にもこのような調査を行った例がいくつ
かあるが、それぞれの差異について分析してもあまり意味がないと思うのでここでは触れないこととする。
問題は時系列的な変化である。上の表の「調理くず」と「食べ残し・手つかず」の比率を見ると、前者が減少し
て後者が増えていることがわかる。このことは他の再組成調査でも、また廃棄物処理に携わる人たちの印象として
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生ごみ排出実態（湿重量比）
単位 ％
組成 昭和５６年 平成４年 平成９年 平成１４年
野菜の皮 ６．７ ６．３ ６．９ １０．２
野菜のくず、芯 １０．７ ８．３ １８．５ １５．４
果物の皮 １４．２ １２．１ １３．７ １５．８
果実のくず、芯 ７．０ ２．５ ２．４ １．６
魚の骨など １．６ ２．２
鳥獣の骨など ４．０ ３．４ ０．１ ０．２
貝殻 １．５ ０．４
卵殻 ２．９ １．９ ２．３ １．６
その他（分類不能） １４．３ １８．４ ５．８ ８．１
調理くず小計 ５９．８ ５２．９ ５２．４ ５５．５
手付かず厨芥 ９．４ １３．９ １３．４ １１．１
パン類 ２．４ １．４ １．８ ０．６
菓子類 ０．１ ０．６
肉類 １．７ １．４ １．１ ０．５
野菜類 １．６ ６．０ ５．２
ご飯つぶ ０．９ ２．８ ５．４
魚介類 １４．３ ０．９ ２．３
果実類 １８．３ ０．５ １．０
麺類 １．０ １．１
その他 ８．１ １１．０
食べ残し小計 ２７．８ ３７．５ ３５．７ ３８．８
ティーバッグ ２．５ ２．７ ２．５ ０．５
茶がら － － ０．９ ３．０
コーヒー － － ０．９ ３．０
たばこの吸い殻 ５．３ ４．２ ０．５ ０．０
その他不純物 ３．１ ０．５
食品外小計 ７．８ ６．９ ７．３ ４．９
流出水分 ４．６ ２．７ ４．２ ０．８
合 計 １００ １００ １００ １００
資料：京都市 家庭ごみ細組成調査報告書
も概ね裏付けられる。
上の表では食べ残しの中に含まれている「手つかず」食品は、二通りに大きく分けることができる。第一は野菜・
肉など冷凍を含む食材であり、腐ったり古くなったりして捨てられるものである。ただし実態は調理くずと見分け
がつきにくく、排出量もそれほど多くはないと考えられる。第二は弁当・詰め合わせなどを含む各種の調理済食品
で、主に消費期限、賞味期限を過ぎたために捨てられるものである。
実際の排出状況をみると、賞味期限内でも捨てられているものが少なからずある。
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「手つかず食品ごみ」と賞味期限経過日数
期 間 賞味期限内 １週間内 ３週間内 ２か月内 ５か月内 ６か月上
構成比 ３９．５％ ２０．８ ７．０ １４．０ ７．０ １１．６
資料：高月紘、ごみの１００年と現代の台所ごみ事情、１９９９
注：サンプル数４３
外食産業形態別食べ残し率
単位 ％
食堂・レストラン 結婚披露宴 宴 会 場
飲 料 類 ６５．８ ５５．５
調理加工食品 ２５．１ ６．４ ８．７
野 菜 類 １９．９ ５．５ ７．８
穀 類 １８．１ ２．６ ４．７
肉 類 ５．８ ３．２ ３．７
魚 介 類 ４．１ ６．３ ９．４
卵 類 ２．３
果 実 類 ３．２
そ の 他 ２４．６ ７．９ １０．２
資料：農水省 食品ロス統計調査 平成１９年
販売段階での廃棄物発生割合推移
単位 ％
食品製造業 食品卸売業 食品小売業 三業種平均
平成１５年 ９ １２ ２３ １３
１６ ７ １１ ２２ １２
１７ ５ １１ １７ ９
１８ ５ １５ ２２ １１
資料：農水省 食品循環資源の再生利用等実態調査 各年
 事業系生ごみの発生原因
事業系生ごみについてはどうか。農水省のロス調査では、食堂・レストランで食品利用量の３．１％、結婚披露宴
では２２．５％、宴会では１５．２％、宿泊施設で１３％が「食べ残し」になっている。食べ残しの素材別をみると下表のよ
うになっている。
家庭であれば飲料の食べ残し（飲み残し）は流しに流されることが大部分であるし、飲食店等でもこれは同じで
あろう。これをリサイクル対象、要処分量の分母に入れることの妥当性はあると思うが、これ以上の検討は行わな
い。
また同じ農水省による食品循環資源の再生利用等実態調査では、製造業、卸・小売について販売段階での廃棄物
発生割合、つまり賞味期限切れによる売れ残りや返品が原因で廃棄された製品・商品の割合が示されている。
－１０１－
ｖａｔｅ／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／講義録３　内藤　９７－１０８  2008.03.
生ごみの発生と形態
単位 １００万トン
調理残さ 手つかず（売れ残り） 食べ残し 合 計
家 庭 ３．５ １．０ ５．５ １０．０
食品製造業 ４．７ ０．３ ５．０
卸 小 売 業 ２．８ ０．７ ３．５
飲 食 店 等 ２．４ ０．３ ３．０
合 計 １３．４ ２．０ ５．８ ２１．５
資料：各種データを元に筆者推計
注：飲料の飲み残しは除外
 生ごみの組成と発生原因のまとめ
家庭と事業者それぞれの排出する生ごみを形態別に見ると、下表のようにまとめることができる。それぞれのデー
タの性格の違い等を考慮して、かなり大きく丸めた数値であるが、大体の傾向はつかめると考える。
４．生ごみの再利用・再資源化
 生ごみの再利用
生ごみの再資源化、減量化はさまざまな形ですでに展開されてきている。というよりも、食品自体は生物等の作
用によって分解されるものであり、いわゆる適正処理困難物はほとんどない。ただし自然のままに放置しておくと
分解されるにはかなりの時間を必要となる。土地利用が高度になるにつれ「自然に分解する」ための空間を生活の
周辺に確保することが次第に困難になりつつある。典型的な例は集合住宅で、生ごみを埋める土地がなく、それど
ころか４～５日分の生ごみを保管しておくことすら困難になっている。各地で家庭ごみを分別して収集することが
行われており、多い所では２０以上に分類しているほどだが、そのような細分類をしている地域でも生ごみを含む一
般ごみ（あるいは燃やすごみ）の収集を週１回以下にしているところはないのは、住民から生ごみを長く自宅内に
置いておくことができないという要請が強いためであるという。
現在行われている生ごみの再資源化は、
① そのまま飼料とする
② 工業用原料とする
③ 発酵させ、飼料または肥料とする
④ 発酵によってメタンを生成させる
⑤ 燃やし、熱回収を行う
といった手法がとられている。以下、検討を行う。
 飼料としての活用
そのまま飼料とするというのは、調理くず・食べ残しの両方を（あるいは片方のみを）牛馬豚鶏などの家畜家禽
の餌とすることである。ただし牛等反すう動物の飼料、魚用の飼料については魚・肉由来のたんぱくを含んではな
らないと飼料安全法（に基づく飼料成分規格に関する農水省令）に定められているので、実質的に豚の飼料にしか
用いることができない。またごみは何が入っているか分からないという不安があるので、たとえば学校給食の残飯
など由来・成分がある程度はっきりしているものでないと利用されなくなってきている。また塩分、脂肪分などが
飼料とするには多く、飼育動物の健康にストレスを与える、あるいは肉質の低下を招くという意見もある。ある程
度限られた条件でのみ活用できるリサイクル方法であるといえよう。
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飼料化の方法については「食品残さ等利用飼料の安全性確保のためのガイドライン３」が０７年８月、農水省によ
り制定されている。このガイドラインでは、食べ残しについて
○ 事業用は、原則として利用しない
○ 家庭用は、安全性を確保できない場合は利用しない
と定めており、トレーサビリティ（追跡可能、原料等までさかのぼって由来・無害さを証明できること）がやかま
しくなっている現状では、「食育等の視点から例外的に利用する場合は」との記述もあり、事実上家庭から出る残
さは飼料としては利用できなくなっていると考えるべきであろう。これに対し事業用、特に学校などの給食残さに
ついては、適切に管理されたものであれば用いてもよいと解されるが、その管理の方法は次第に厳しくなっている
と見るべきであろう。
ガイドラインは余剰食品と呼ばれている手つかず食品について、容器包装を取り除いた上で利用することができ
るとしている。ただしこれは主に小売店までを想定したものと考えられ、外食産業や事業所については食べ残しと
同様に扱われることになるのだろう。家庭から排出するものについては食べ残し・調理残さと分けることは現状で
はできないだろうから、やはり基本的には利用できない。
こうした中で、札幌市では市内のホテル・レストラン等から残さを集め、油で揚げ真空処理をすることで品質の
安定性を保つプラントを稼働させている。ここの製品は農水省から飼料として認証されているという例がある。
ガイドラインが飼料用の食糧残さとして主に想定しているのは、食品製造業・流通業（いわゆるファストフード
店を含む）の「売れ残り」であろう。後述する食品リサイクル法で、外食産業を含むフードビジネスのリサイクル
率を、数値目標を示して向上させる施策が展開されている。平成１４年には小売業で２３６万トンの食品廃棄物が出た
と推計されているが、その多くが賞味期限切れまたは間近の「まだ食べられる」食品類であると想定された。一般
人の感覚からすれば、まだ食べられるものがコンビニやファストフード店で捨てられていることに対して「もった
いない」という感覚を抱くことは間違いないが、量的には製造段階の「調理残さ」の方がはるかに多い。また品質
の安定性つまり混入物が少ないこと、一定した数量が常に排出されることなどの点でも飼料あるいは飼料原料とし
て優れている。例えば豆腐や食用油の製造工場から出てくる大豆かすは、場合によっては食用になることもあるほ
どで、飼料の原料としてさかんに使われている。
このような再利用はもはや工業的原料というべきである。食品製造業から出てくる余剰物は飼料の原料になって
いるほか、医薬品、化学製品、さらに他の食品産業への原材料になっている例も少なくない。これは廃棄物ではな
く、副産物というべきだろう。廃棄物であるか否かの基準は、取引価値の有無等を総合的に判断するという最高裁
決定があり、そこでは「おから」が産業廃棄物に当たるかどうかが判断された。
工業原料として有価で取引されるのであればそれは廃棄物でなくなり、リサイクルではなく通常の取引になる。
しかしそれも妙な話なのでここでは工業原料も含めて考えることとする。
 発酵による利用－主に肥料として
発酵させる方式については、どのような微生物をどのように用いるかでかなり異なる。規模の小さいものから見
ると、家電や家庭用品、農機具のメーカーが発売しているものが多種多様にある。地方公共団体の多くがそうした
機器の購入に助成金を出していることもあって、電気式だけで年間１０万台、金額にして３０億円程度の市場規模があ
り、さらに電気を使わないコンポスト容器もほぼ同数売れている。もっとも電気式の半分程度は水分を飛ばして減
量する、乾燥式と呼ばれているものである。
若干本旨からそれるが、電気式ごみ処理機はかなりのエネルギーを消費することから自治体が助成するのはいか
がなものかという意見があると聞く。仮に世帯あたり年間４００kg の生ごみ排出があるとして、これを処理処分する
ためには約２万円程度の費用がかかる。これを５分の１に減量できるとすれば、２年足らずで補助金は「元をとれ
３http : // mf-kikou.lin.go.jp/topics/pdf/guide.pdf を参照
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る」ことになる。
水分の多い生ごみを焼却するためにはかなりの助燃剤が必要であり、CO２排出量を基準に考えると熱量当たりで
は電力の方が有利になることは確かだろう。この点を除外しても、ごみを収集するためには少なからぬエネルギー
が必要となる。都市規模や人口密度によって異なるであろうが、通常のパッカーと呼ばれる収集車が２トン（週２
回収集するとしておおむね８００世帯分）のごみを収集し処分場へ搬入するのに、２０程度の軽油を必要とすると言
われている。生ごみ自体は生物由来のものであるからカーボンフリーであるにしても、処理処分にはそれなりの環
境負荷を生み出す。自宅の庭や畑に埋めたとしても、「腐敗」というプロセスでは炭酸ガスが発生する。現状では
生ごみ処理に要する消費電力が kg あたり１．５kwh 以下である機器にはエコマークが付けられる。このあたりが「ど
ちらが環境にやさしいか」の分かれ目になるのだろう。
微生物を使ってごみを分解する方式は、家庭用だけではなく業務用、産業用にも利用されている。大規模なもの
では日量数百トンレベルのものもあるが、処理対象となる物質が限定されている工業用である。鹿児島県の焼酎工
場で５００t／日のいも粕を処理している例がある。ただし外食産業等から出る残さを対象とした施設としては、１００t
以下のものが多いように思う。
発酵させたコンポスト（この用語については種々議論があるようだが、ここでは発酵させた後の物体をこう呼ぶ
ことにする）をどのように利用するかについては、大別して三つの方法があるように思われる。第一は飼料とする
ものである。ただし発酵させても先に述べた法律の縛りを免れないであろうから、牛の飼料とすることはできない。
第二は肥料、または土壌改良剤とするものである。コンポストは、特に家庭用のごみ処理機で生成されたそれは肥
料として用いるには発酵不十分なものが多く、肥料として有効成分となるためにはさらに土壌中で数か月「寝かせ
ておく」ことが必要になる。第三は発酵過程で生ずる水素を燃料等に利用するもので、この場合残った汚泥は残さ
として処理されることになる。
いまのところ事例が多いのは第二の、つまり肥料とする形のものである。従前から「堆肥」の形で植物、動物の
糞、食品くず等を混ぜて発酵させ、肥料とすることは農家で行われてきており、その延長上にコンポストを肥料と
して活用することについては比較的抵抗が少ないと思われる。
ある程度地域がまとまった形で家庭生ごみをコンポスト化している例として、県内では魚沼市旧川西町地区があ
る。ここでは約２３００世帯の家庭、事業所、保育園等から出る生ごみ（日量１t 程度）、きのこ廃菌床、他発酵させ
た豚糞、籾殻等を投入して堆肥化している。出来た堆肥は圃場で利用されるほか、袋詰めにして地域で販売もされ
ている。このプロジェクトは農水省のバイオマス利活用フロンティア整備事業として助成を受けているが、旧町長
が熱心に推進したことで実現したものであるという。
生ごみには「何が入っているか分からない」という問題がある。従ってコンポストが商品として自由に全国的に
流通するという状況ではなく、受け入れる農家が選択をせざるを得ない。各地で行われているコンポスト化による
再利用も、地域を限定してそれを利用して作られた野菜を提供するなどの循環的な、おそらくは間接的心理的に排
出物の管理を適正にさせるような仕組みをとっているところが多い。一般家庭の生ごみ処理機にしても、得られた
コンポストを農業生産に還元している率は極めて低く、せいぜいが自家用の園芸か家庭菜園に利用している程度で
あり、そのまま廃棄物として処理されている割合もかなりある。
さらに、コンポストが肥料として持つべき三要素、つまり窒素リン酸カリをバランスよく保有しているかどうか
という問題がある。一般的には食品くずを原料とするコンポストは窒素過剰になるという。肥料としては化学肥料
など他のものを配合することで対応できるが、我が国で農業が吸収できる窒素分よりも食品残さをコンポスト処理
することで生まれてくる窒素分が大きくなるという計算がある。
いずれにしても、一般家庭から発生してくるもの、事業から発生するものをすべてコンポスト化し、肥料とする
ことは無理である。比較的小規模の地域で、限られた排出者と利用者がきちんとした管理の下に利用するのでない
と、食の安全安心が多くの人の関心事になってきている状況では成り立たないだろう。
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県内都市の生ごみ等再利用計画
胎内市（中条町） 上越市 柏崎市 佐渡市 長岡市
家庭生ごみ 蒸煮炭化予定 市収集、堆肥化
またはガス化
－ 堆肥化 ガス化予定
事業生ごみ 蒸煮炭化予定 市収集、堆肥化
またはガス化
ガス化予定 － ガス化予定
家 畜 糞 尿 蒸煮炭化予定 （堆肥化） 堆肥化
下 水 汚 泥 炭化処理予定 ガスにより乾燥 ガス化予定 一部堆肥化
そ の 他 浄化槽汚泥も
ガス化
浄化槽汚泥も
ガス化予定
間伐材等をチッ
プ・ペレット化
ガス化能力 ５０ｔ／日 ５５ｔ／日
資料：各自治体の資料に基づき筆者作成
 メタンによる再資源化
もう一つの発酵による再資源化は、嫌気性細菌によりメタンを発生させ、これをエネルギー源として用いるもの
である。各地でいくつかのプラントが動いているが、家庭用あるいは業務用の燃料として用いる例と、燃料電池あ
るいはガスエンジンの燃料とする例とがある。
メタン発酵をさせるプラントは、実は家畜の糞尿を主な処理対象とするものが多い。これは我が国の家畜飼育が
次第に大規模化し、発生する糞尿が堆肥原料などとして農家で利用できる限界を超えるようになってきたこと、そ
の処理が適正に行われないと悪臭や水質汚濁などを生じさせることなどの背景があり、行政の支援によるものも含
めて多くの処理施設が整備されている。家畜糞尿は産業廃棄物として指定されており、食品ごみではないが、同一
の施設で食品残さと同時に投入してメタンを得ることが出来る。
ただしこの仕組みには制度的な問題が残る。家畜糞尿は産業廃棄物である。現在整備されている施設の多くは、
産廃処理事業の承認を得ることの問題があって自家処理の体制をとっている。そこに一廃である家庭ごみ、事業系
廃棄物である食品関連産業からの残さを受け入れる、そのために収集輸送するためにはさらに別途事業許可を取ら
ねばならないということになる。現実的に可能であるのはモデルプロジェクトなどの形である地域に限定した取り
組みを行うことであろう。
そのような事業の一つとしてバイオマスタウン構想がある。県内では４都市が公表しており、その概要は下表の
ようなものである。この中では上越市ですでにガス化プラントが稼働しており、柏崎市は検討中である。その後、
長岡市は２０１３年度からの事業スタートを目指し、生ごみのバイオガス事業に０８年度から着手すると報じられた。計
画では市が収集している生ごみの２／３にあたる１日５５トンの生ごみから４，４００m３のメタンガスを生成し、ガス会社
に販売する予定とされている。
メタン発酵プラントは、設備費もあるが実はかなり維持管理コストがかかるようである。その多くは人件費とプ
ラントを運転するのに必要なエネルギーコストである。メタン発酵後は消化液と呼ばれる残さが残る。これにはア
ンモニア由来の窒素分が多く含まれる。このため牧畜業におけるメタン発酵を古くから行っている欧米では、これ
を牧草への肥料として利用しているが、我が国では牧草地の面積が狭いため有効利用に限界がある。水田での利用
も検討中であるが、まだ実証実験の段階にある。
 燃料としての利用
前項で検討したメタンも、そのまま内燃機関や調理用などの燃料になるか、燃料電池の燃料になるかであるが、
ここでは BDF（バイオ・ディーゼル・フュエル）などの形で食品廃棄物をそのまま燃料として利用することにつ
いて考える。
一般的に行われているのは、天ぷら油の古くなったものを簡単に処理した程度で自動車用ディーゼル燃料として
利用するものである。食用油の主成分であるなたね油、大豆油などはグリセリンを含むため粘度が高く、そのまま
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業種別食品廃棄物再生利用状況の推移
平１３実績 平１５実績 平１８実績 平２４目標
食品製造業 ６０％ ７８ ８１ ８５
食品卸売業 ３７ ４８ ６２ ７０
食品小売業 ２３ ３１ ３５ ４５
外 食 産 業 １４ １９ ２２ ４０
資料：農水省 食品循環資源の再生利用等実態調査報告
では燃料ポンプやノズルにスラッジがたまったりすることがある。このため普通は油にメタノールと触媒を加えて
グリセリン分を取り除く工程が必要となる。この工程自体はそれほど大がかりな装置は必要とせず、個人や小集団
等で設備を保有することも不可能ではない。小さいものでは数十リットルをバッチで処理する機器も販売されてい
る。しかし
① 高性能な、例えばコモンレール式ディーゼルエンジンに利用することで起きてくる問題
② 品質の安定性
③ 軽油税の問題－リサイクル油でも免税対象とならず、あたり３２円課税される
等があるので、実証実験程度のものはともかく本格的に展開しようとするとかなりハードルが高いと考えられる。
さらに、理論的には生ごみ一般を処理して炭化水素、たとえばエタノール等に転換することも考えられている。
現在北九州で実証実験レベルのプラントが稼働中である。これはファミリーレストランチェーンの食品残さを材料
とし、日量１０t を処理することで約４００のエタノールを得るという NEDO の事業である。実用化にはある程度の
時間が必要とされるだろう。
 その他の方法
厳密にいえば単独では減量化でも再資源化でもないが、ディスポーザの利用という方法がある。主に家庭用ない
し小規模の事業所用であるが、ごみを粉砕し下水に流すものである。アメリカでは５０％以上の家庭に普及している
とされているが、我が国ではこれまで下水処理場の能力または下水道管の能力等を理由にその利用が禁止または自
粛要請されてきた。
しかし８０年代に入るころからディスポーザの利用制限が日米間の貿易にからんで問題とされたこともあって、生
活環境の快適化とリサイクル率向上のためにという趣旨でディスポーザ導入が検討され、建設大臣の認定した機
器・システムは利用できるようになった。大臣が認定するシステムは、厨房等の下水配管を別途処理槽で浄化する
もののみとなっている。
このようなシステムが可能であるのは事実上集合住宅に限られる。評価機関である（財）茨城県薬剤師会公衆衛生
研究センターによると、今世紀に入ってから集合住宅は年４万戸程度の建設があると報告されている。
問題はディスポーザだけでは再利用にならないことである。現状では各所の浄化槽汚泥は、一般廃棄物として自
治体が処理されており、生ごみとしての再利用を検討している所はあまりないようである。
ディスポーザの導入が検討されたときに考えられたのは、生ごみ汚泥、流動化したスラリーを嫌気性発酵させる
ことでメタンを得ることであった。しかしおそらく建設コスト、維持運営コスト等の面からこれは実証実験どまり
になってしまっているものと考えられる。
５．食品リサイクル法
食品リサイクル法は、食品製造業・食品流通業・外食産業を対象として、加工・調理くずや売れ残り、食べ残し
などの食品廃棄物を減らさせることを目的とした法律である。平成１２年に施行され、平成１８年までに再生利用など
によって食品廃棄物を少なくとも２０％削減することを目標としていた。その後この目標がほぼ達成できることが明
らかになったので、平成１７年に改正がなされ、再生利用率を少なくとも４０％とする、個別業種ごとの目標となった。
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同法は、最終処分場の処理能力不足や自治体の財政的な状況ではなく、食糧自給率が低下傾向にある我が国で、
食べ残し等で無駄に捨てられている食品があることに対する問題意識によって立法されている。従って「再生利用」
が第一に置かれ、その中に「減量化」が含まれるという廃棄物処理とは異なる視点が置かれている。
つまり、上の「再生利用」は、例えば肥料などとして食品残さを利用することの他に、食品原材料を効率的に使
うことで調理くずを減らしたり、水きりをすることで減量化したりという努力による成果をすべて含まれている。
また「再生利用等」には、熱回収も含まれるとされている。
食品リサイクル法の改正は、食品業界にさらに高いハードルを課すものであったが、その中でも特にコンビニな
どの小売り・ファストフードへの規制が強くなっている。賞味期限切れなどで廃棄される食品が多いことが問題視
されたものと思われる。改正前は再生利用を行うのは各企業や店舗とされていたが、改正法はさらにフランチャイ
ズ本部にも削減努力を課すことになった。
これに対応するため、セブンアンドアイなどいくつかのフランチャイズは、自社で自治体をまたぐ回収－処理体
制を構築しつつある。従前は各店舗、フランチャイジーが単位とみなされるため、このような体制を組もうとする
と一般廃棄物処理事業者の資格を取得しなければならず面倒であったのが、法改正によってフランチャイザー企業
はこの業務を、得られた肥料飼料を契約農家等に循環させることを条件に、特に許可を得なくてもできるようになっ
た。
コンビニなどのフランチャイズは、セントラルキッチンや弁当総菜等の調理工場を別法人にしていることが多い
が、法改正によって各店舗の食べ残し売れ残りとそうした工場の調理残さを一括して処理することが簡単にできる
ようになった。このため例えばセブンアンドアイでは柏崎市等の１４店舗から出てくる売れ残りを堆肥化するプラン
トを設置している。この他長野県飯田市などでメタン発酵プラントを、京都府・滋賀県などで飼料化を設置するな
どの取り組みが行われている。
６．今後の課題と展望
まず、家庭の視点から考える。生活系生ごみについては、まず各家庭が Reduce をすることが先決であるのはい
うまでもない。賞味期限、消費期限内に食べることのできないものは買わないようにしなければなるまい。また調
理技術を向上させ、無駄にするくずを減らすこと、また食べきれる分だけ調理することは生活者として心掛けなけ
ればならないことである。問題はそこから先で、どのようにしても発生する残さをどうするかを考えねばならない。
可能性としては２つある。第一はコンポスト容器、ごみ処理機などを用いて自家処理することであり、第二は地
域、自治体などの単位で集合的に処理することである。自家処理を行うことによって収集輸送に伴うエネルギーは
不要になるが、効率が悪いこと、管理が適切でないと悪臭がしたり、虫がわいたり汚水が流れ出したりという問題
も場合によってはある。気候などの条件が悪いと機能しないこともあるし、電動式の機器は音がする。またそれら
の機器によっても最終的な処分が出来るわけではなく、コンポストや脱水処理物など残さが残る。多くは土壌改良
剤や、さらに発酵させることで肥料として用いることができるが、そのためにはある程度の庭が必要になる。ごみ
処理機の利用者も、かなりの割合で残さを一般廃棄物として出しているという実態もある。
土地に余裕のある郊外や農村地域ではコンポスト等の処理機・容器によって土壌還元がなされることは、さまざ
まな点から見て望ましいことである。しかし現在のごみ処理機・容器はかなり手間のかかる代物であり、誰にでも
利用でき、効果の上がる機器ではないことには留意する必要がある。
他方都市部では庭に埋めることが難しくなるから、あくまで減量化のための手段として利用することになる。処
理機は重量比で７０～８５％の減量が可能とされているが、LCA では減量化のために用いたエネルギーを勘案すれば
有意義であると考えられる。出来るだけ電力消費量の少ない機種の利用、深夜電力利用などの工夫があればさらに
良いだろう。しかし家庭で作られたコンポストを肥料として商業的に流通させることは、その成分・製法などに一
定の保証がないと困難が多いと思われる。
では、家庭生ごみを集中して再資源化する方法はあり得るか。コンポストによる肥料化、メタン化が可能であろ
う。ただし肥料化については、夾雑物がないようにすることなど品質管理がきちんと行われることが条件になるの
で、現状では限られた地域など責任体制がはっきりしている場合に限定されるだろう。他方メタン化については、
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副産物である液肥の利用とプラント自体がまだ技術的に発展途上であると思われること、さらに費用の問題等があ
る。都市部の集合住宅でディスポーザと組み合わせて利用するなどの方向が今後ありそうに思われる。
業務系生ごみは、原料としての品質安定度、夾雑物の少なさ、排出後の管理体制などあらゆる点で家庭ごみに比
較して再利用がしやすい。それもいわゆる川上に行けば行くほど容易になる。このことは業種別の再利用度がメー
カー＞流通＞外食となっていることに如実に現れているだろう。
再利用の方法としては、なるべく原材料に近い形のものが優位にくると考えるべきだろう。すなわち、食糧＞飼
料、工業用原料＞肥料という序列になり、エネルギー源としての利用は設備や運営コスト、得られるエネルギー源
の利用しやすさなどを勘案しながら考慮することになろう。焼却して単に熱源としてだけ用いるのはかなり低位に
くるだろうし、液体化して内燃機関の燃料として利用可能となれば、かなり上位に評価されることになろう。
食品リサイクル法の条文にも一部現れているが、現在の廃棄物処理法に基づく体系がこと生ごみについては必ず
しも適合していない面があるように思われる。ほとんどの生ごみは十分な土地さえあれば個人レベルでも問題なく
処理処分できる。それが最も環境負荷の少ない方策であるかどうかは吟味する必要があるが、なるべく小範囲で処
理する方が良いと考えられる。
事業者、特に川下に近いファストフードや外食店と家庭が排出する生ごみの組成がかなり類似している。従って、
それぞれにあるインセンティブないし規制を与えることで適切に管理しつつ、効率的に再利用することが可能であ
ると考えられる。例えば横断的な事業者のリサイクル・ネットワークに、分別など管理のしっかりしている消費者
の厨芥のみを受け入れる、管理の悪い生ごみはある程度の負担をして行政が処理するというような形があり得るだ
ろう。
生ごみを炭化水素に転換するシステムは、理論的には最も優れているが、現実のプラントの運営状況を見ると原
料である生ごみの品質のばらつき、とくに夾雑物などによって安定した運転が難しかったり、残さが多かったりと
いう問題があるようだ。まだプラントのコストも高く、普及するにはしばらく時間がかかると思われる。
炭化水素化プラントは、理論的には生ごみだけではなく動物の糞尿、籾がら、稲わらなど農業残さ、下水汚泥、
建築廃材、間伐材などを原料として利用することができるはずである。大型化した方がいいのか、原料の素性に応
じて分化した方がよいのか、今後の技術開発の動向が注目されるところではあるが、将来的には一廃、産廃、事業
系廃棄物を一括して処理する形もあり得るだろう。
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